
（平成２３年３月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1355 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年４月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月から同年８月まで 

私の国民年金保険料は、夫の保険料と共に国民年金に加入していた全

ての期間について納付したはずであり、申立期間の国民年金保険料だけ

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、５か月と短期間である申立期間を

除き、国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付していることが確認

できるところ、当該納付済期間のうち、昭和 44 年７月１日に国民年金手

帳記号番号の払出しを受け、その時点で納付することができなかった期間

の国民年金保険料は、全て特例納付している上、申請免除期間の保険料に

ついても全て追納しているなど、納付意識が非常に高かったことがうかが

われる。 

また、オンライン記録によると、申立期間前の平成４年４月から６年３

月までの申立人の国民年金保険料が、毎月、ほぼ同じ日に納付されている

ことが確認できる上、申立期間の前後を通じて申立人及びその夫の仕事に

変更は無いなど、申立期間当時の生活状況に変化はうかがえないことを踏

まえると、納付意識の高い申立人が、申立期間についても、申立期間前と

同様に発行されたと考えられる納付書により、申立期間の保険料を納付し

たと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1360 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

昭和 52 年４月に婚姻したが、婚姻後は嫁ぎ先の義理の両親が国民年

金保険料を納付してくれていたので、申立期間の１年間のみが未納であ

るはずがない。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間を除

き国民年金加入期間に未納は無い。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の義理の両親

は、申立期間を含め国民年金加入期間に未納が無いことから、納付意識の

高さがうかがえる。 

さらに、申立人の婚姻前の未納期間（昭和 49 年４月から同年 12 月ま

で）の国民年金保険料が、婚姻後の昭和 55 年６月に特例納付されている

ことを踏まえると、納付意識の高かった申立人の義理の両親が、申立期間

直後の 53 年４月以降の国民年金保険料を納付しながら、申立期間の保険

料のみを未納のままにしていたとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2057 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日は、昭和 20 年５月

30 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については 40 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 18 年 10 月１日から 20 年５月 30 日まで 

私のＡ社における厚生年金保険の加入記録が、昭和 17 年６月１日か

ら 18 年 10 月１日までとなっているが、私は、20 年５月まで会社に在

籍していた。18 年 10 月に会社を退職した覚えは無いので、厚生年金保

険の被保険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答及び申立期間後に勤務した事業所が保管する履歴表から、申

立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、昭和 17 年４月１

日に被保険者資格を取得し、18 年 10 月１日に当該事業所における被保険

者資格を喪失した記録が記載されているが、当該被保険者台帳の作成時期

より前に作成された当該事業所に係る申立期間当時の健康保險勞働者年金

保險被保險者名簿によると、申立人は、17 年４月１日に被保険者資格を

取得したことは確認できるものの、資格喪失日は記載されておらず、当該

被保険者台帳に資格喪失日が 18 年 10 月１日と記載されていることは不自

然である。 

さらに、当該被保険者名簿によると、申立人と同様に資格喪失日の記載

が無い被保険者が複数存在していることが確認できるところ、当該事業所

を管轄する日本年金機構の事務センターは、当該被保険者名簿において資

格喪失日の記載が無い被保険者については、当該事業所が昭和 20 年５月



30 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているため、その日まで

在職していたと推測する旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20 年５月 30 日

に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に対し行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、健康保險勞働者年金保險被

保險者名簿に記録されている申立人に係る標準報酬等級の記載から 40 円

とすることが妥当である。 



宮城厚生年金 事案 2058 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 56 年２

月から同年７月までの期間、同年９月、61 年 10 月から 62 年７月までの

期間及び同年９月から同年 12 月までの期間を 20 万円、63 年１月を 19 万

円、同年２月から同年７月までの期間を 20 万円、同年８月を 19 万円、同

年９月及び同年 10 月を 20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月 10 日から平成４年５月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 49 年１月 10 日から平成４年５

月１日までの期間について、20 万円から 25 万円ぐらいの給与が支給さ

れていたにもかかわらず、標準報酬月額が低めに届けられているような

ので、確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額と給与支給額との相違について申し

立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額は、申立人が所持する給与明細書で

確認できる保険料控除額及び報酬月額から、昭和 56 年２月、同年５月か

ら同年７月までの期間、同年９月、61 年 10 月、同年 12 月から 62 年６月

までの期間、同年９月から同年 10 月までの期間及び同年 12 月を 20 万円、



63 年１月を 19 万円、同年３月から同年５月までを 20 万円、同年８月を

19 万円、同年 10 月を 20 万円に訂正することが妥当である。 

また、申立期間のうち、申立人が給与明細書を所持していない期間（申

立期間 220 か月のうち 187 か月）については、申立人の報酬月額及び保険

料控除額を確認できる資料は無いが、当該期間のうち、昭和 56 年３月及

び同年４月、61 年 11 月、62 年７月、同年 11 月、63 年２月、同年６月及

び同年７月、同年９月は、前後の期間の給与明細書の保険料控除額及び報

酬月額から、20 万円に相当する厚生年金保険料が控除されているととも

に、20 万円以上の報酬があったと推認できることから、申立人の標準報

酬月額は 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は当時の資料が無く不明としているが、給与明細書におい

て確認できる報酬月額とオンライン記録における標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は、給与明細書で確認できる報酬

月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間のうち、昭和 56 年８月、同年 10 月、61 年１月及び同

年２月、同年５月、同年９月、62 年８月、平成元年３月、２年６月及び

同年７月、同年 10 月については、申立人のオンライン記録の標準報酬月

額が、申立人が所持する給与明細書で確認できる報酬月額を上回っていな

いこと、又は、同明細書で確認できる保険料控除額から算定される標準報

酬月額を上回っていないことが確認できることから、当該期間の記録訂正

をする必要は認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 49 年１月から 56 年１月まで、同年 11 月

から 60 年 12 月まで、61 年３月及び同年４月、同年６月から同年８月ま

で、63 年 11 月から平成元年２月まで、同年４月から２年５月まで、同年

８月及び同年９月、同年 11 月から４年４月までの期間については、いず

れの期間も申立人の保険料控除額を確認できる関連資料及び周辺事情は無

い上、これらの期間のうち、昭和 61 年３月及び同年４月、同年６月から

同年８月まで、平成２年８月及び同年９月については、申立人のオンライ

ン記録の標準報酬月額が、申立人が所持する前後の期間の給与明細書から

推認できる保険料控除額から算定される標準報酬月額を上回っていないも

のと考えられることから、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ事業

所）における資格喪失日に係る記録を昭和 45 年８月 16 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月 16 日から同年８月 16 日まで 

私は、昭和 44 年６月 20 日から 45 年３月末までの期間、Ａ事業所の

非常勤職員として、また、同年５月１日から同年８月 15 日までの期間、

同事業所の非常勤職員として勤務した後、同年８月 16 日に本採用とな

った。 

私は、昭和 45 年５月１日に採用されてから本採用となるまで継続し

て勤務していたにもかかわらず、資格喪失日が同年７月 16 日となって

いることに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所から提出された人事記録及び人事異動通知書並びに雇用保険の

加入記録等から判断すると、申立期間において、申立人がＡ事業所の非常

勤職員として継続して勤務していたことが認められる。 

そして、Ｂ事業所は、「非常勤職員から本採用となった場合、年金加入

は継続する取扱いであった。未加入期間が生じていれば、事務手続の誤り

であったと思われる。」と回答していることなどから、申立人は、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45 年６月の社会保険

事務所（当時）の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 14 年４月１日から 19 年 12 月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＡ社における 14 年４月から 17 年８月までの標準報酬月額に係る記録を

26 万円、同年９月から 19 年１月までを 30 万円、同年２月及び同年３月

を 32 万円、同年４月を 34 万円、同年５月を 32 万円、同年６月から同年

11 月までを 26 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 19 年 12 月１日から 22 年１月１日までの

期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる 19 年４月から同年６月

まで、20 年４月から同年６月まで、及び 21 年４月から同年６月までは標

準報酬月額 32 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われ

ていたと認められることから、申立人のＡ社における 19 年 12 月から 21

年 12 月までの標準報酬月額に係る記録を 32 万円に訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年３月１日から 22 年１月１日まで 

私がＡ社で働いていた際に給料から控除されていた厚生年金保険料と

国に納めている保険料が違っている。 

会社に勤めていた時の給与支給明細表と会社からもらった賃金台帳の

写しを提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14 年３月１日から 22 年１月１日までの期間に係る年金

記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、



特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、

申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生年金保

険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当

委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記

録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、平成 14 年３月１日から 19 年 12 月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期

間であるから厚生年金特例法を、19 年 12 月１日から 22 年１月１日まで

の期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅し

ていない期間であるから厚生年金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額と給与支給額との相違について申し

立てているところ、申立期間のうち、平成 14 年３月１日から 19 年 12 月

１日までの期間については、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることからこれらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、申立人

から提出された賃金台帳で確認できる厚生年金保険料額及び報酬月額から、

平成 14 年４月から 17 年８月までは 26 万円、同年９月から 19 年１月まで

は 30 万円、同年２月及び同年３月は 32 万円、同年４月は 34 万円、同年

５月は 32 万円、同年６月から同年 11 月までについては 26 万円とするこ

とが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成 14 年３月については、賃金台帳で確認で

きる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における

標準報酬月額と一致していることから、標準報酬月額に係る記録を訂正す

る必要は認められない。 

なお、申立期間のうち、厚生年金特例法によるあっせんの対象となる期

間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、「健

康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届」によると、事業主は、

オンライン記録どおりの標準報酬月額 20 万円に見合う報酬月額を社会保

険事務所（当時）に届け出ていたことが認められ、事業主は賃金台帳にお

いて確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該期間の厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し



ていないと認められる。 

また､申立期間のうち、平成 19 年 12 月１日から 22 年１月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると 20 万円と記

録されているものの、申立人から提出された賃金台帳によると、標準報酬

月額の決定の基礎となる 19 年４月から同年６月まで、20 年４月から同年

６月まで、及び 21 年４月から同年６月までは標準報酬月額 32 万円に相当

する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における平成 19 年 12 月から 21 年 12 月まで

の標準報酬月額に係る記録を 32 万円に訂正することが必要である。 



宮城厚生年金 事案 2069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成３年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万円

とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月 31 日から同年２月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、Ａ社での加

入期間が平成２年６月１日から３年１月 31 日までになっていた。 

当時、私はＡ社を平成３年１月 31 日付けで依願退職していたため、

資格喪失日は同年２月１日になるはずである。 

申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の記録及び事業主の回答から、申立人が平成３年

１月 31 日までＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、当該事業所は、「月末締めの翌５日支払で、保険料は当月控除し

ていた。」、「申立人の１月分の給与から厚生年金保険料を控除した。」

と回答していることから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成２年 12 月のオンライ

ン記録から、11 万円とすることが妥当である。  

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は納付したとしているが、事業主が資格喪失日を平成３年２月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを誤って同年

１月 31 日と記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失



日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成３年２月 21 日から同年７月 21 日まで

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を３年２月 21

日に、資格喪失日に係る記録を同年７月 21 日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を 41 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年２月 20 日から３年７月 21 日まで 

私は、平成２年２月 20 日から３年７月まで、Ａ社に勤務したが、社

会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間は未加入となっていた。 

申立期間において当該事業所に勤務していたことは事実なので、厚生

年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成３年２月 21 日から同年７月 21 日までの期間につ

いて、同僚が所持するＡ社の社員住所録には、申立人の入社年月日が、３

年２月 21 日である旨記載されており、同社では同日以降、申立人を正社

員としていたことが推認できる。 

また、社員住所録に記載されたＡ社の正社員と考えられる者の人数と、

申立期間において当該事業所で厚生年金保険に加入している者の人数はお

おむね一致している。 

さらに、当該事業所の経理担当者は、「正社員は必ず社会保険に加入し

ていた。」と証言している。 

これらの事情を踏まえると、申立人は、申立期間のうち、平成３年２月

21 日から同年７月 21 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により



給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が当該事業所に入社

する際に、当該事業所の代表取締役とともに申立人の面接を行った関連事

業所の取締役の証言に基づき、41 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は既に解散しており、関係資料が存在しないため確認することができ

ないが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出され

た場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録して

おらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から社会保

険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われていないと認められる。その結

果、社会保険事務所は申立人に係る平成３年２月から同年６月までの保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成２年２月 20 日から３年２月 21 日までの期

間について、社員住所録以外に申立人の在籍に関する記録は無く、ほかに

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年８月から 58 年９月までの期間及び同年 12 月から 60

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年８月から 58 年９月まで 

             ② 昭和 58 年 12 月から 60 年９月まで 

申立期間の国民年金保険料が納付されていないとしてＡ市役所から男

性の集金人が自宅に来たので、妻である私が、１か月分ずつを昭和 61

年中頃まで、その集金人に納付した。 

領収書は受け取った記憶が無いが、毎月保険料を納付していたので、

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、未納になっていた申立期間①及び②の国民年金保険料を、

Ａ市役所から自宅に集金に来ていた男性に、自身が毎月納付していたと主

張するが、申立人の国民年金手帳記号番号の二つ前の記号番号の者が 20

歳到達時の平成６年 10 月 18 日に国民年金被保険者資格を新規取得してい

ることから、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、同年 10 月以降

と推認されるところ、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者記録票

によれば、申立人の国民年金被保険者資格取得日は同年 10 月１日となっ

ており、申立期間は国民年金の未加入期間として取り扱われている。この

ため、申立人の妻は、制度上、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付

することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金への加入手続に関する申立人の妻の記憶は定か

ではない上、申立人に対して、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付



することが可能な別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の妻が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1357 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 62 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、祖父と一緒に役場に行き、ほかの申請

免除期間の保険料と一緒に追納した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人は、申立期間の前後の期間（昭和 60

年６月から 61 年３月までの期間及び 62 年４月から平成７年３月までの期

間）について申請免除を受け、平成７年６月１日に、当該申請免除期間分

の国民年金保険料がまとめて追納されていることが確認できるが、申立期

間については申請免除期間とはされていないことから、申立期間の前後の

期間を追納した時点では、申立期間の保険料は、既に納期限を経過し、時

効により納付することはできない。 

また、申請免除の手続及び申立期間の保険料の納付を行ったとする申立

人の祖父は既に死亡していることから、申立期間当時の納付状況等が不明

である。 

さらに、申立人の祖父が、申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1358 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年４月から 60 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 60 年９月まで 

昭和 60 年 10 月頃、市役所職員から「今まで納付できなかった期間の

国民年金保険料として 10 万円納付すればよい。」と言われたので、Ａ

市Ｂ町の自宅から車で同市Ｃ町にあった支所に出向き、現金で納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60 年 10 月頃に申立期間の国民年金保険料として 10 万

円を納付したと主張しているが、その時点では、申立期間の一部は時効に

より保険料を納付することはできない期間となっている。 

また、申立人は、「Ａ市Ｂ町の自宅から車で同市Ｃ町にあった支所（現

在のＡ市Ｄ区役所）に出向き、現金で納付した。」と述べているが、Ｄ区

役所が開設されたのは平成元年４月であり、それ以前に申立人が主張する

場所に支所は無かった上、戸籍の附票によると、申立人が同市Ｂ町に住所

を定めたのは４年３月であることが確認できることから、その時点では、

時効により申立期間の保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人が納付したと述べている 10 万円は、申立期間の国民年

金保険料額とは大きく相違している上、申立人から聴取しても納付した期

間については記憶が定かではないとしている。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1359 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 12 月から 52 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 52 年１月まで 

申立期間当時は学生であったが、親から国民健康保険と国民年金の保

険料はきちんと納付するように言われていたので、両方一緒に納付して

いた記憶がある。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 52 年４月 20 日にＡ市で払い出されていることが確認できる上、国

民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及び申立人が 53 年 12 月に転居

したＢ市（現在は、Ｃ市）の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、

申立人は、52 年２月 28 日に任意加入により国民年金被保険者資格を取得

したことになっていることが確認できるところ、任意加入の場合、加入手

続時点以前に遡って被保険者資格を取得することはできないことから、申

立期間は国民年金の未加入期間として取り扱われており、申立人は、国民

年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名を各種の読み方により調

査したが、未統合となっている記録は確認できない上、申立人が、申立期

間に居住していたＣ市、Ｄ市及びＥ市では、申立人が申立期間に国民年金

に加入していた記録は無いと回答しているなど、申立人に対して、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納



付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1361 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年４月までの期間及び 41 年５月から 44

年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年４月まで 

             ② 昭和 41 年５月から 44 年６月まで 

私は、昭和 49 年７月４日に日本国籍を取得し日本に帰化した。将来

日本に帰化するつもりでいたので、36 年４月から国民年金に加入し国

民年金保険料を納付してきた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する「帰化の許可通知について」により、申立人が昭和

49 年７月４日に日本国籍を取得したことが確認できるところ、国民年金

の被保険者資格を 20 歳以上 60 歳未満の「日本国民」とする国籍条項が撤

廃されたのは 57 年１月であることから、申立期間当時、日本国籍取得以

前であった申立人は、制度上、当該期間に国民年金に加入することはでき

なかったものと考えられる。 

また、オンライン記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号の４番

前の者が平成４年３月に 20 歳で国民年金被保険者資格を新規取得してい

ることから、申立人は、それ以降に国民年金の加入手続を行ったものと推

認され、それ以前に、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年１月から同年３月まで 

私は、年金の未加入期間を生じさせることが無いように国民年金保険

料を納付してきたが、昭和 57 年１月から同年３月までの期間は保険料

が未納となっているとの通知があり、納得できない。 

申立期間は、夫の母を通じて、自宅近くの金融機関にて国民年金保険

料を納付していたと思うので、当該期間を保険料納付済期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金の任意加入手続を行ったとして

いるものの、その時期は不明であるとしており、所持している２冊の年金

手帳にも申立期間に係る資格取得及び資格喪失の記載が無いことから、申

立期間当時、国民年金に任意加入したことを確認することができない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、昭和 57 年１月 27 日に厚生

年金保険の被保険者資格を喪失しており、申立期間当時、申立人の夫は共

済組合に加入しているため、国民年金への加入は任意となるところ、申立

人に係るＡ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立人は、同

年４月 20 日に任意加入による国民年金被保険者資格を取得していること

から、申立期間は未加入期間となり、納付書は発行されず、国民年金保険

料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間は夫の母を通じて、自宅近くの金融機関に

て国民年金保険料を納付したと思うとしているが、夫の母は既に亡くなっ

ており、当時の納付状況等について証言を得ることができない。 

加えて、申立人及び夫の母が申立期間の国民年金保険料を納付していた



ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2059 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険第四種被保険者として第四

種厚生年金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58 年 10 月 21 日から 60 年４月 16 日まで 

私は、Ａ事業所を退職して専業主婦になる際に、当該事業所の経理担

当者から、厚生年金保険の加入期間が 10 年になるように、保険料を退

職時に一括で納付した方がよいと助言されて納付したにもかかわらず、

申立期間に係る任意継続の厚生年金保険記録が無いことに納得できない

ので調査をお願いする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事業所を退職する際に、当該事業所の事務室で厚生年金保

険の第四種被保険者に係る加入手続をし、厚生年金保険料を一括で納付し

たとしている。 

しかしながら、第四種被保険者制度は、厚生年金保険被保険者期間が

10 年以上ある者が、被保険者の資格を喪失した時に、老齢年金を受ける

ために必要な資格期間（240 か月）を満たしていない場合に、資格期間を

満たすまで退職後も引き続き被保険者となることができる制度で、オンラ

イン記録で確認できる申立人の昭和 58 年 10 月時点における厚生年金保険

被保険者期間は９年７か月であり、10 年に満たないことから被保険者の

資格要件を満たしておらず第四種被保険者となることができない上、申立

人は、加入手続を当該事業所の事務室で行ったと述べているが、当該加入

手続は社会保険事務所（当時）で行うものである。 

また、事業主は、申立てを確認できる当時の資料が無く、当時のことを

知っている者もいないことから、申立人の退職時における厚生年金保険に

係る事務の取扱いについては不明と回答しているほか、申立人も当時の事

務担当者の氏名を記憶しておらず、当時の事務処理状況等について確認す



ることができない。 

さらに、申立期間当時に申立人が居住していた住所地を管轄する年金事

務所では、申立期間に係る厚生年金保険第四種被保険者名簿に申立人の氏

名は見当たらないと回答している。 

このほか、申立期間の第四種厚生年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の当該保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険第四種被保険者として申立期間に係る第四種厚生年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2060 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年６月１日から 31 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 53 年６月１日から 54 年２月１日まで 

             ③ 昭和 59 年６月１日から 62 年１月１日まで 

申立期間①は、Ａ社Ｂ工場に勤務し、申立期間②は、Ｃ社に勤務し、

申立期間③は、Ｄ社に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、複数の元同僚の証言から、申立人がＡ社Ｂ工場に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｅ社Ｆ工場（Ａ社の統合後の社名）は、Ａ社Ｂ工場に係

る資料は保存されておらず、申立人の勤務状況についても不明であると回

答している上、オンライン記録によれば、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所となったのは昭和 28 年３月 20 日であり、それ以前に、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

また、複数の元同僚に照会した結果、申立人は、臨時社員であったと回

答している者がいるところ、申立期間①当時に当該事業所の係長であった

元同僚は、当該工場は臨時社員を多数採用し操業しており、臨時社員は厚

生年金保険に加入させていなかったと回答しているとともに、申立人が同

僚として名前を挙げた者の中には、当該事業所における厚生年金保険の加

入記録が無い者もいることなどから、当該事業所では必ずしも社員全員を

厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがわれる。 

申立期間②について、複数の元同僚の証言から、申立人がＣ社に勤務し

ていたことは推認できる。 



しかしながら、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、事業主の連絡先も不明のため当時の状況を確認することができない

ことから、当時の役員に照会をしたところ、申立人の勤務の状況や厚生年

金保険の加入については不明であると回答している。 

また、当該期間において、当該事業所で厚生年金保険の加入記録がある

複数の者に照会をしたところ、元同僚の１名は、当該事業所には厚生年金

保険に加入せずに勤務していた者もいたと回答している。 

さらに、複数の元同僚は、申立人が当該事業所で勤務していたことを記

憶しているが、申立人が厚生年金保険に加入していたか否かについては分

からないと回答している。 

加えて、当該期間において、申立人が国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していることが確認できる。 

申立期間③について、複数の元同僚の証言から、申立人がＤ社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、Ｄ社は平成８年６月に解散しており、当該事業所の元役

員に照会したが回答が無く、申立人の勤務状況や厚生年金保険への加入な

どについて詳細を確認することができない。 

また、申立人が記憶する元同僚は、申立人が勤務していたことについて

は覚えていたものの、厚生年金保険に加入していたか否かについては分か

らないと回答している。 

さらに、申立人は、Ｄ社から支給された給与について、年末には精算す

るとして、毎月２、３万円の入った封筒を当該事業所の役員から渡される

だけで、支給される給与の内訳や、給与から控除された金額などについて

の明細書などは無かったとしている。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2061（事案 193 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月 30 日から 48 年７月 11 日まで 

私は、船舶Ａに昭和 47 年８月 30 日から 48 年７月 11 日まで通信士と

して乗っていたが、船員保険の加入記録が無い。船員手帳により乗船が

確認できるので加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間に係る船舶所有者Ｂ氏

の船員保険被保険者名簿の被保険者番号を確認したが、申立人の氏名は確

認できず欠番も見当たらないこと、ⅱ）当該船舶所有者は、昭和 52 年７

月 30 日に船員保険適用船舶所有者ではなくなっているため、申立期間に

係る船員保険料の控除を確認できる関連資料等が無いこと、ⅲ）当時の同

僚等の証言も得られず、申立内容を確認できる周辺事情は見当たらないこ

となどから、申立人が船員保険被保険者として申立期間の船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできないと決定し、同

決定に基づき申立人に対し平成 20 年７月 25 日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして、再申立てを行

っているが、船員保険料の控除を確認できる新たな資料は見当たらない上、

申立期間において当該船舶所有者で船員保険に加入している複数の元同僚

に照会したところ、元同僚２名は、申立人に係る船員保険料の控除につい

ては、分からないと回答している。 

さらに、申立人が所持する船員手帳に記載されている船長の加入記録を

確認したが、申立期間に係る当該船舶所有者の船員保険被保険者名簿にお

いて、当該船長の氏名は見当たらず、当該船舶における船員保険の加入記



録は確認できない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月１日から 58 年２月 26 日まで 

私は、昭和 51 年４月から 58 年２月までＡ社に勤務したが、ねんきん

定期便によると、勤務期間中の標準報酬月額が実際の給与支給額より低

い額となっているので、実際の給与支給額に見合う記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額と給与支給額との相違について申し

立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定し、記録訂正の要否を判断することになる。 

申立期間のうち、昭和 51 年４月から 54 年２月までの期間、同年４月、

同年７月から 55 年 12 月までの期間及び 56 年２月から 58 年１月までの期

間については、申立人が所持する給与支払明細書により確認できる報酬月

額は、一部の期間においてオンライン記録の標準報酬月額よりも高いこと

が認められるが、厚生年金保険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 54 年３月、同年５月、同年６月及び 56 年

１月の報酬月額及び厚生年金保険料控除額については、申立人が所持する

給与支払明細書により報酬月額は確認できるものの（昭和 54 年６月を除



く。）、厚生年金保険料は翌月分の給与から控除されており、当該期間の

各月の翌月分の給与支払明細書が無く保険料の控除額の確認ができないこ

とから、Ａ社に照会したが、申立人の賃金台帳等を保存していないため確

認することができなかった。しかし、オンライン記録における当該月の標

準報酬月額は、いずれの月も前後の月と同額であることが確認できるほか、

申立人の標準報酬月額の記録は、遡及して訂正されているなどの不自然な

点は見当たらない。 

さらに、Ｂ厚生年金基金が保管する加入員資格記録（電子データ）にお

ける申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致し

ていることが確認できる。 

このほか、申立期間における申立人の標準報酬月額が、申立人の主張す

る標準報酬月額であることをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年４月１日から 40 年９月頃まで 

② 昭和 40 年９月頃から 41 年４月 21 日まで 

私は、昭和 39 年４月１日から 40 年９月頃までの期間はＡ事業所に、

同年９月頃から 41 年４月 21 日までの期間はＢ事業所にそれぞれ勤務し

たが、社会保険事務所（当時）に照会したところ、当時の厚生年金保険

適用事業所に両事業所は見当たらないとの回答を得た。 

しかし、両事業所に勤務していたのは確かなので、厚生年金保険に加

入していたかどうか調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係るＡ事業所及び申立期間②に係るＢ事業所は、オンライ

ン記録において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は見当たらない

上、両事業所が所在したとする地域の管轄法務局に照会したが、両事業所

の商業登記簿は見当たらないとの回答を得た。 

また、雇用保険の加入記録によると、申立期間①及び②に係る両事業所

における申立人の記録は見当たらない上、申立人は、申立期間②のうち、

昭和 41 年３月 10 日から同年４月 21 日までの期間は、Ｃ社において被保

険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②に係る両事業所の正式名称及び同

僚等を記憶していないため、申立期間①及び②当時の申立人の勤務状況等

を確認することができないほか、申立人は、「申立期間①及び②当時は、

健康保険証をもらっていなかった。保険料を給与から控除されていたかど

うかも覚えていない。」旨述べている。 

加えて、申立人は、Ａ事業所は「Ｄ社」が経営しており、代表者の氏名



のうち姓を覚えている旨述べているところ、Ｅ県内に所在し、申立期間①

当時に厚生年金保険の適用事業所となっていた「Ｄ社」及び類似名称の

「Ｇ社」、「Ｈ社」の名称が付く計９事業所の事業所別被保険者名簿又は

健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間①に被保険者

資格を取得した者の中に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の番号にも

欠番が無い上、当該名簿の代表者及び当該事業所のオンライン記録に申立

人が覚えていた姓の代表者は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく船員

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47 年３月１日から平成 12 年７月４日まで 

私は、昭和 47 年３月１日から平成 12 年７月４日までの期間、Ａ社

（現在は、Ｂ社）に勤務したが、残業手当や休日手当などを含めると標

準報酬月額が少ないような気がするので、勤務した全期間の標準報酬月

額を調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

申立期間のうち、入社時の昭和 47 年４月について、申立人から提出さ

れた給与支給証明書（昭和 47 年９月 16 日付け、Ａ社発行）において確認

できる報酬月額に見合う標準報酬月額は５万 6,000 円であり、一方、当該

証明書において、源泉控除されたことが確認できる船員保険料に見合う標

準報酬月額は４万 2,000 円である。 

したがって、申立人の標準報酬月額として認定される額は、４万 2,000

円であり、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（４万 8,000

円）より低額であることから、当該期間の記録訂正をする必要は認められ

ない。 

また、昭和 47 年５月から同年８月までの期間については申立人から提



出された給与支給証明書及び平成 10 年４月から 12 年７月までの期間につ

いては事業を承継したＢ社が保管していた賃金台帳を基に算出した標準報

酬月額と、オンライン記録上の標準報酬月額と全て一致していることが確

認できる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 47 年３月及び同年９月から平成 10 年３

月までの期間について、申立人は、当該期間に係る給与明細書等を保存し

ていないため、事業を承継したＢ社に照会したが、同年４月以降の賃金台

帳は保管しているものの、それ以前の賃金台帳等は保存していないとして

いる。 

加えて、申立人と同日に船員保険の被保険者資格を取得した同僚の標準

報酬月額の記録を確認したところ、申立人と同様の標準報酬月額となって

いることが確認できる上、船員保険被保険者名簿及びオンライン記録の訂

正等が行われた形跡も無く、不自然な点は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年６月頃から 43 年６月頃まで 

私は、昭和 41 年６月頃から 43 年６月頃まで、Ａ社Ｂ支店（現在は、

Ｃ社）に勤務した。 

しかし、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会し

たところ、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。給与から厚

生年金保険料が控除されていたと思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管するＡ社Ｂ支店の名刺（申立人を含む４名分）及び元上司

の証言から、勤務期間の特定までには至らないが、申立人が同社Ｂ支店に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立期間当時の元上司は、「営業担当者とは委任契約を締結し

ており、一定の営業成績に達しないと厚生年金保険には加入できなかっ

た。」旨回答している。 

また、Ｃ社は、「社員の社会保険の加入記録等が確認できる社会保険加

入台帳によると、申立人の加入記録は無く、人事記録及び賃金台帳等も保

管していない。当時は、約７か月から１年６か月程度の試用期間経過後に

営業成績により厚生年金保険に加入させる取扱いであったと思われる。」

旨回答している。 

さらに、当該事業所が加入しているＤ健康保険組合は、申立人に係る申

立期間の加入記録は確認できなかったと回答している。 

加えて、当該事業所に係る事業所別被保険者名簿等によると、申立人か

ら名刺の提出があった３名の加入記録は確認できるが、申立期間に申立人

の氏名は見当たらない上、類似する名称のＥ社に係る事業所別被保険者名



簿においても、申立期間に申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年８月 26 日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 49 年８月 21 日から同年９月１日まで 

私は、昭和 46 年４月から 47 年８月までの期間は、Ａ社（現在は、Ｂ

社）に勤務し、同年９月から 49 年８月までの期間は、Ｃ社に勤務した。 

それぞれ退職月分の厚生年金保険料が給与から控除されていたと思う

ので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン

記録によると、当該事業所における申立人の資格取得日は昭和 46 年４月

16 日、資格喪失日は 47 年８月 26 日であることが確認でき、雇用保険の

加入記録においても、取得年月日は 46 年４月 16 日、離職日は 47 年８月

25 日となっており、厚生年金保険の加入記録と合致している。 

また、Ｂ社は、当時の賃金台帳等の関係資料は確認できない旨回答して

おり、申立期間の保険料控除についても不明としていることから、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することができな

かった。 

申立期間②について、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン

記録によると、当該事業所における申立人の資格取得日は昭和 47 年９月

11 日、資格喪失日は 49 年８月 21 日であることが確認でき、雇用保険の

加入記録においても、取得年月日は 47 年９月 12 日、離職日は 49 年８月

20 日となっており、厚生年金保険の加入記録とほぼ合致している。 

また、Ｃ社は、当時の賃金台帳等の関係資料は保管しておらず、申立期

間の保険料控除についても不明である旨回答していることから、申立人の



申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することができなか

った。 

なお、申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料が控除されていた

ことを確認できる給与明細書は所持していないが、保険料が控除されてい

たと思うとしているところ、申立人は、両事業所における退職日はオンラ

イン記録どおりであると思うとも述べており、仮に申立期間①及び②に係

る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できたとしても、厚生年金

保険法第 19 条において「被保険者期間を計算する場合には、月によるも

のとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月ま

でをこれに算入する」とされており、また、同法第 14 条において、資格

喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされているこ

とから、申立人の資格喪失日は、申立期間①は昭和 47 年８月 26 日、申立

期間②は 49 年８月 21 日となり、申立人の主張する 47 年８月及び 49 年８

月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2070 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

また、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年４月２日から 30 年 12 月 26 日まで 

             ② 昭和 51 年 11 月から 52 年まで 

私は、昭和 27 年４月２日から 30 年 12 月 26 日までＡ社で厚生年金保

険に加入していたが、年金記録を確認したところ、同社での被保険者期

間について脱退手当金を受給したとされていることが分かった。 

また、昭和 51 年 11 月から 52 年までＢ社に勤務したが、年金記録を

確認したところ、同社に勤務した期間について厚生年金保険の加入記録

が無いことが分かった。 

各申立期間について、Ａ社では脱退手当金を受給した記憶が無く、Ｂ

社に勤務していたことは事実なので、厚生年金保険の加入記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の厚生年金保険被保険者台帳に記載され

たＡ社に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、当該期間に係

る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から約３か月後の昭和 31 年３月

12 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはでき



ない。 

２ 申立期間②について、当該期間にＢ社（後に、Ｃ社）で厚生年金保険

の被保険者であった 27 名に照会したところ、12 名から回答があり、そ

のうち２名が「申立人を知っている。」と回答していることから、期間

は特定できないものの、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認

できる。 

しかし、申立期間②において本社で販売員の人事管理の担当課長であ

ったとする者は、「販売員で厚生年金保険に加入しているのは社員と準

社員だけのごく一部であり、ほとんどの販売員は加入させていない。」

と証言しており、申立人が同僚として挙げている４名のうち３名に当該

事業所において厚生年金保険に加入したとする記録は見当たらず、１名

は申立期間②以後の昭和 53 年９月１日に厚生年金保険の被保険者資格

を取得していることが確認できる。 

また、Ｃ社の取締役であった者及び平成 13 年に当該事業所を吸収合

併したとするＤ社に照会したが、当時の資料は無いと回答しており、申

立人の厚生年金保険の加入状況等について確認することができない。 

さらに、昭和 42 年４月からＢ社（Ｃ社）が厚生年金基金に加入して

いたことから、企業年金連合会に照会したところ、同連合会は、申立人

の厚生年金基金加入記録は見当たらないとしている。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


